
刑事訴訟法等の一部を改正する法律について①
― 刑事裁判の充実・迅速化、公的弁護制度の整備 ―

捜 査

★勾留段階で、被疑者 の請求により国選弁護人を（少年を含む ）。
選任

選任要件及び選任手続の整備
※対象事件を段階的に拡大
○ 一定の重大事件からスタート○ 資力申告書の提出義務
○ 制度施行から３年程度で拡大○ 私選弁護人選任の申出

（争いのない一定の事件）

公 訴 提 起
★ 即 決 裁 判 手 続

★ 公 判 前 整 理 手 続

検察官、被告人・弁護人
証 拠 開 示

○ 公判における主張予定を明示
○ 証拠調べ請求 ○検察官請求証拠

＋
○検察官請求証拠の証明力を判断
するために重要な一定類型の証拠
○被告人側の主張に関連する証拠

争点・証拠の整理
※争いがある場合⇒裁判所が裁定

裁 判 所

○ 争点の確認
○ 公判で取り調べる証拠及びその順序を決定

公 判 期 日 に お け る 審 理

★連日的開廷を原則とする（法律に明記）

★訴訟指揮の実効性担保措置を導入

（注）★を付したものは今回の法改正により導入する措置判 決


